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論  文  内  容  の  要  旨  

本論文「現代中小企業の経済分析一理論と構造－」は，近年の日本における中小企業間題を総体的に取り扱ったものであ  

る。全体は，序章・終章をのぞいて2部構成をとり，第1部（第1～第3章）は中小企業間題に関する理論的考察に，第2  

部（第4～第7章）は現代中小企業についての実証的な構造分析に，あてられる。なお，イギリスの中小企業間題について  

管見した補章が付け加えられている。   

まず，序章「中小企業の構造変化と分析視角」では，1970年代以降，約30年間の日本における中小企業の変化を概観した  

上で，とくに製造業を中心に，企業間関係および企業内関係（雇用関係，労働力構造）の2つの視点から，中小企業間題を  

より詳細に分析することの現代的意義を述べる。   

第1章「中小企業間題に関する理論的研究の展開」では，日本における中小企業の研究史をサーベイした上で要約し，問  

題点を明らかにする。すなわち，戦前においては下請制論争など企業間関係，とくに企業間取引分業関係の分析が中心的な  

位置を占めていたが，戦後においては系列化論争，二重構造論，効率性論，問題性論などに論点が多様化していったこと，  

また今日では効率性および問題性論の統一的理解が重要であることを指摘する。   

第2章「理論的研究の到達点と企業間関係論」では，企業間関係からの理論的考察の展開が不十分なことを指摘する。そ  

の不十分さを克服するために資源依存論および取引コスト論の分析枠組みに検討を加え，それらは中小企業の取引分業関係  

の考察にとって有効ではあるものの，同時になお十分とはいえないところがあるとする。とくに，中小企業の企業間取引関  

係を考える場合，その階層性を抜きには考えられないことが強調される。   

第3章「中小企業と企業間取引分業関係の階層性」では，企業間取引分業関係における「関係財」について取り上げる。  

すなわち，そこに効率性が生じるのは，1）関係する企業の経営資源蓄積の状況，2）関係企業間における経営資源の相互  

補完性，3）関係企業の経営資源の充実・革新能力の程度，などに規定される。しかも，これらの条件は主として中小企業  

上位層に見られるものであり，下位層では逆に整わないことが多く，それが問題性発現の一要因となっていることが指摘さ  

れ，中小企業下位層においては資源依存論の片務的依存関係モデルが有効性をもつと述べる。   

第4章「日本経済の構造変化と中小企業」では，第一次石油危機以降の日本経済の構造変化における中小企業の経営効率  

化の軌跡をたどる。すなわち，大企業に比して中小企業では金融費用の節減，生産性向上などの追求余地が少なく，その努  

力は人件費の節減に向けられた。しかもその内容は，大企業では雇用削減による人件費削減に重点が置かれたが，中小企業  

では雇用の削減余地は相対的に少なく，従業員一人当たりの給与や福利厚生費の節減による人件費の縮減が行われてきた。  

その結果として，中小企業では相対的により低コストの労働力への依存度を高めることとなったという。   

第5章「労働市場の構造変化と中小企業」では，労働市場の構造変化が中小企業に及ぼす影響について考察する。すなわ  

ち，日本経済の構造変化とともに労働力需給は大きく軟化してきた。年齢別に見ると，中高年齢者（とくに男子）の雇用不  

安が高まってきており，反面，既婚女子パートタイマーを中心とする非正規雇用の増加が顕著に進んできた。こうした限界  

的労働力が中小企業雇用に大きな位置を占め，中小企業における人件費節減の具体的手段となっていることを指摘する。  
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第6章「中小企業と雇用・賃金構造」では，最近30年間における大企業と中小企業の付加価値生産性を比較し，格差が拡  

大ないし定着傾向で推移してきたことを述べる。これは，資本装備率が縮小しつつあるものの，それ以上に資本生産性の逆  

格差が縮小ないし逆転してきたことによる結果である。また，この付加価値生産性は貸金支払能力の上限を画するものであ  

ることから，企業規模別平均賃金格差の拡大の重要な一因であると主張する。   

第7章「中小企業構造の変化と位相」では，以上の検討結果と中小企業の構造変化との関連を考察する。製造業の事業所  

数をみると，1980年代央以降，小零細企業を中心に減少が続いてし1る。他方，中小企業の上位層では横這し1傾向で推移し，  

階層間の相違が見られる。また，企業間取引関係についてみると，下請企業数比率が1980年代をピークに低下してきたが，  

とくに中小企業中上位層における比率の低下が進んでいる。こうした現象は，中小企業中上位層においては関係財に注目す  

ることの重要性を示唆し，また下位層については資源依存論の片務的依存関係モデルによる説明が有効であると主張する。   

終章「現代中小企業構造の展開」は本論文の結論を述べる。すなわち，日本の生産分業構造は相対的な格差構造として，  

労働市場における階層性と対応してきた。それは，比較制度分析の枠組みからも把握でき，全体として漸進的な変化と捉え  

ることができる。しかしながら，現代の生産構造は効率性と問題性を併せ持つ統一体である。生産力面では効率性の進展が  

認められつつも，企業間取引の面では，階層による取引関係の非対称性などの問題性が残っている。したがって，課題は  

「効率と公正」を整合的に備えた社会的分業関係でなければならない。それがまた，中小企業の発展にも資することになる。  

現代の経済は，「効率と公正」を同時に達成することを求めているのである，と述べる。  

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  

本論文「現代中小企業の経済分析一理論と構造－」は，最近30年間における日本の中小企業の構造的な変貌について理論  

的・実証的に追跡した労作である。すなわち，1970年代以降，日本経済の全体が大きく変化を遂げる中での中小企業の変化  

を総体として捉え直そうとした初めての研究であり，高く評価できる。本論文は，理論部分と実証部分とから成り，とくに，  

既存研究に対する綿密なサーベイと批判的な評価付けにもとづく実証的な分析は今後の中小企業研究に一石を投じるものと  

いえる。   

たとえば，理論面では，本論文は全体を通じて，中小企業の「効率性と問題性」の統一的理解が必要であることを主張し  

ている。しかし，先行研究においてはそれは必ずしも十分でなかったことを指摘し，両者の統一的理解の前進のために企業  

間分業関係の視点を新たに取り入れた点が独自の貢献である。多様な中小企業の諸側面を要領よく整理しながら，筆者は，  

中小企業の企業間分業関係については具体的に比較制度分析などの手法を積極的に取り入れて「関係財」概念から説明して  

おり，新しい試みに挑戦したものであると高く評価しうる。   

実証面でもいくつかの新たな発見を行っており，学界に稗益するところが大きい。たとえば，10種以上もの官公庁統計を  

縦横に駆使して，また現場でのヒアリング調査をも加えながら，最近30年間における事業所数，雇用問題，労働力の内容，  

下請比率，付加価値生産性などの変遷を地道に追いかけ，それらの意義を問いかけている。とくに，筆者はそれらの諸点に  

ついて規模別階層別に詳細な分析を加えることによって，近年における中小企業の階層性の深化や，あるいは問題性の発現  

形態の変化について論じている。また，中小企業の中上位層の分析には関係財概念が有効であるが，他方，その下位層の分  

析においては片務的依存関係モデルが有効であることを主張しているのも興味深い。   

周知のように，近年，いわゆる「中小企業ルネッサンス」的な研究が数多く輩出してきている。中小企業の上位層におけ  

る近年の変化の上に中小企業全体の変化を重ね合わせようとする研究動向である。筆者は，こうした最近の一面的な傾向に  

はあくまでも禁欲的な態度を貫いており，このこともまた本論文の特徴であるといえる。筆者の分析対象は一部の表層的な  

変化ではなく，あくまでも中小企業の全体像の変化であり，本論文はそのための地道な統計整理と分析に当てられたのであ  

る。   

このような最近30年間における中小企業の構造変化の分析という地道な整理作業は，意外なことに，先行研究の中にはこ  

れまで存在しなかったのであり，それだけにいっそう貴重な成果として評価することができる。なかでも，筆者の作業から，  

たとえば男子中高齢者の雇用不安状況の進展や，あるいは非正規労働者の著しい増加などが明らかに見て取ることができる。  

筆者は，既婚女子パートタイマーなどの限界的労働力の増大傾向が中小企業（とくに中下位層）問題に大きなインパクトを  

－1865－   



与えていることを具体的に報告している。   

以上のように，本論文が果たした貢献の度合いはきわめて大きい。しかしながら，次のように指摘すべきいくつかの課題  

が残っている。   

たとえば，本論文のように30年という中長期的視野において中小企業間題を分析しようとする場合，たんに企業規模別統  

計を中心とする指標からの分析だけではなく，経済のサービス化やIT化など産業経済の構造全体の変化（高度化）を積極  

的に視点の中に含むべきではなかったか。あるいは同様に，事業数の減少などの問題についても事業所の海外移転などの経  

済のグローバル化がもたらした影響を無視しては語れないであろう。   

あるいは，より本質的な課題として，こうした時代環境の大きな変化の中で，はたして中小企業という「企業のサイズ」  

が有する意味は不変だったのであろうか，という問題である。日本経済の全体が大きく変化した時代を対象にするのであれ  

ば，ぜひとも立ち入った吟味が必要であった。とくに，大企業のスピンオフ子会社などグループ企業も中小企業として一括  

してよいのか，など，根本的な検討が求められよう。   

すなわち，これらの点は，中小企業の問題を考える際には，中小企業そのものだけでなく大企業との関連性についてもっ  

と重視すべきではないか，ということである。たとえば，この間において見いだされた下請比率の低下現象とは果たして一  

面的に歓迎すべきことなのかどうか。あるいは，下請けに関する実証作業も統計的指標だけに頼るのではなく，具体的に  

「協力会」などの変貌を見ることなども含めて，大企業との実際の取引関係がどのように変化しつつあったのか，にも観点  

を広げるべきではなかったか，ということである。   

これらの諸点は必ずしも本論文が当初に企図した課題ではなかったとはいえ，今後の研究においては十分掛酌すべきもの  

であろう。しかしながら，こうした諸点が，本論文全体が有する積極的な意義をいささかも覆すものでないことはここに断  

るまでもない。   

よって，本論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認められる。なお，平成16年3月10日，論文内容とそ  

れに関連する試問を行った結果，合格と認めた。  
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